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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期

第１四半期累計期間
第87期

第１四半期累計期間
第86期

会計期間
自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

自　2023年10月１日
至　2023年12月31日

自　2022年10月１日
至　2023年９月30日

売上高 （千円） 1,095,498 1,206,154 4,577,128

経常利益 （千円） 105,025 218,807 596,751

四半期（当期）純利益 （千円） 71,237 155,998 397,826

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 921,100 921,100 921,100

発行済株式総数 （株） 5,870,000 5,870,000 5,870,000

純資産額 （千円） 3,202,065 3,615,996 3,521,319

総資産額 （千円） 6,192,497 6,366,925 6,351,876

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 12.39 28.29 71.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 29.00

自己資本比率 （％） 51.7 56.8 55.4

（注）１．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間末日現在において判断したものであります。

(1）経営成績の分析

　当第１四半期累計期間（2023年10月１日～2023年12月31日）は、エネルギー関連事業において、核融合関連製品

及び原子力発電所の再稼働に向けた関連製品が増加しました。産業システム関連事業においては、ＦＰＤ製造装置

関連製品が減少しましたが、アルミ用電磁ポンプが大型生産設備に採用されたことにより増加し、半導体製造装置

関連製品においても予定どおり推移いたしました。

　この結果、売上高は12億６百万円（前年同四半期比10.1％増）、営業利益は２億１千９百万円（前年同四半期比

128.8％増）、経常利益は２億１千８百万円（前年同四半期比108.3％増）、四半期純利益は１億５千５百万円（前

年同四半期比119.0％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　総資産は、前事業年度末に比べ１千５百万円増加し、63億６千６百万円となりました。これは主に仕掛品等のた

な卸資産が減少した半面、受取手形、売掛金及び契約資産が増加したことによるものであります。

 

（負債）

　負債は、前事業年度末に比べ７千９百万円減少し、27億５千万円となりました。これは主に、短期借入金が増加

した半面、支払手形及び買掛金等の仕入債務、賞与引当金が減少したことによるものであります。

 

（純資産）

　純資産は、前事業年度末に比べ９千４百万円増加し、36億１千５百万円となりました。これは主に、配当金の支

払いがあった半面、四半期純利益を計上したことによるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について、重要な変更はありません。

 

(4）事業上及び財務上対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発費の総額は３千６百万円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

助川電気工業株式会社(E01997)

四半期報告書

 3/17



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,800,000

計 16,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
　（2023年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年２月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,870,000 5,870,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 5,870,000 5,870,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年10月１日～
2023年12月31日

－ 5,870,000 － 921,100 － 653,236

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2023年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） （自己保有株式） － －
普通株式 355,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,502,700 55,027 －

単元未満株式 普通株式 12,300 － －

発行済株式総数  5,870,000 － －

総株主の議決権  － 55,027 －

 

②【自己株式等】

    2023年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

助川電気工業株式会社

茨城県日立市滑川本町

３－19－５
355,000 － 355,000 6.05

計 － 355,000 － 355,000 6.05

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2023年10月１日から2023年12

月31日まで）及び第１四半期累計期間（2023年10月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

興亜監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2023年９月30日)
当第１四半期会計期間
(2023年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 453,658 432,429

受取手形、売掛金及び契約資産 ※ 1,960,682 ※ 2,028,087

電子記録債権 ※ 248,527 ※ 251,946

商品及び製品 177,970 160,661

仕掛品 364,481 341,388

原材料及び貯蔵品 615,611 623,451

その他 13,059 13,610

流動資産合計 3,833,990 3,851,575

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 600,862 609,561

土地 851,644 851,644

その他（純額） 276,117 261,537

有形固定資産合計 1,728,623 1,722,743

無形固定資産 36,201 34,079

投資その他の資産 753,060 758,527

固定資産合計 2,517,885 2,515,350

資産合計 6,351,876 6,366,925

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 402,596 350,392

電子記録債務 307,558 278,271

短期借入金 590,000 650,000

１年内償還予定の社債 68,000 68,000

未払法人税等 57,874 49,147

賞与引当金 75,240 19,082

その他 271,709 278,690

流動負債合計 1,772,978 1,693,584

固定負債   

社債 620,000 620,000

退職給付引当金 132,473 121,666

役員退職慰労引当金 286,077 290,181

その他 19,028 25,496

固定負債合計 1,057,578 1,057,345

負債合計 2,830,556 2,750,929

 

EDINET提出書類

助川電気工業株式会社(E01997)

四半期報告書

 7/17



 

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2023年９月30日)
当第１四半期会計期間
(2023年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 921,100 921,100

資本剰余金 654,553 654,553

利益剰余金 2,252,991 2,326,265

自己株式 △457,338 △457,338

株主資本合計 3,371,306 3,444,580

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 150,013 171,415

評価・換算差額等合計 150,013 171,415

純資産合計 3,521,319 3,615,996

負債純資産合計 6,351,876 6,366,925
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2022年12月31日)

 当第１四半期累計期間
(自　2023年10月１日
　至　2023年12月31日)

売上高 1,095,498 1,206,154

売上原価 801,138 774,865

売上総利益 294,360 431,289

販売費及び一般管理費 198,363 211,639

営業利益 95,996 219,649

営業外収益   

受取利息 462 431

受取配当金 3,661 4,115

保険解約返戻金 13,130 －

その他 4,073 1,756

営業外収益合計 21,328 6,303

営業外費用   

支払利息 3,009 2,195

投資有価証券売却損 8,990 －

固定資産除却損 － 4,950

その他 298 －

営業外費用合計 12,298 7,145

経常利益 105,025 218,807

税引前四半期純利益 105,025 218,807

法人税、住民税及び事業税 1,916 42,828

法人税等調整額 31,871 19,981

法人税等合計 33,788 62,809

四半期純利益 71,237 155,998
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　なお、当第１四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形を満期日

として決済が行われたものとして処理しております。

 
前事業年度

（2023年９月30日）
当第１四半期会計期間
（2023年12月31日）

受取手形 214千円 853千円

電子記録債権 450千円 991千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　2022年10月１日
至　2022年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2023年10月１日
至　2023年12月31日）

減価償却費 33,844千円 42,947千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2022年10月１日　至　2022年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年12月20日

定時株主総会
普通株式 82,158 14 2022年９月30日 2022年12月21日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2022年12月５日開催の取締役会決議に基づき、自己株式353,500株の取得を行いました。この結

果、当第１四半期累計期間において自己株式が456,368千円増加し、当第１四半期会計期間末において自己株

式が457,338千円となっております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2023年10月１日　至　2023年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年12月21日

定時株主総会
普通株式 82,723 15 2023年９月30日 2023年12月22日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

当社は関連会社がありませんので該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2022年10月１日　至　2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期損益
計算書計上
額（注）３ 

エネルギー
関連

産業
システム
関連

計

売上高        

外部顧客への売上高 378,861 677,960 1,056,822 38,675 1,095,498 － 1,095,498

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － －

計 378,861 677,960 1,056,822 38,675 1,095,498 － 1,095,498

セグメント利益又は損失

（△）
57,424 122,499 179,923 △31 179,892 △83,895 95,996

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店の経営等を含んで
おります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△83,895千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で
あり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2023年10月１日　至　2023年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期損益
計算書計上
額（注）３ 

エネルギー
関連

産業
システム
関連

計

売上高        

外部顧客への売上高 499,016 673,581 1,172,597 33,556 1,206,154 － 1,206,154

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － －

計 499,016 673,581 1,172,597 33,556 1,206,154 － 1,206,154

セグメント利益又は損失

（△）
159,012 164,970 323,983 △4,017 319,965 △100,316 219,649

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店の経営等を含んで
おります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△100,316千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用
であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期累計期間（自　2022年10月１日　至　2022年12月31日）

（単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）
合計エネルギー

関連

産業システム

関連
計

装置・システム 289,742 178,944 468,686 － 468,686

温度センサー 70,325 228,677 299,003 － 299,003

加熱機器 18,794 246,781 265,575 － 265,575

その他部品 － 23,558 23,558 － 23,558

その他 － － － 38,675 38,675

顧客との契約から

生じる収益
378,861 677,960 1,056,822 38,675 1,095,498

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 378,861 677,960 1,056,822 38,675 1,095,498

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店の経営等を含んでおりま

す。

 

当第１四半期累計期間（自　2023年10月１日　至　2023年12月31日）

（単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）
合計エネルギー

関連

産業システム

関連
計

装置・システム 368,238 225,828 594,067 － 594,067

温度センサー 94,257 240,146 334,404 － 334,404

加熱機器 36,520 199,385 235,905 － 235,905

その他部品 － 8,220 8,220 － 8,220

その他 － － － 33,556 33,556

顧客との契約から

生じる収益
499,016 673,581 1,172,597 33,556 1,206,154

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 499,016 673,581 1,172,597 33,556 1,206,154

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店の経営等を含んでおりま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間

（自　2022年10月１日
至　2022年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2023年10月１日
至　2023年12月31日）

１株当たり四半期純利益 12円39銭 28円29銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 71,237 155,998

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 71,237 155,998

普通株式の期中平均株式数（株） 5,750,600 5,514,933

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2024年２月13日

助川電気工業株式会社

取締役会　御中

 

興亜監査法人

東京都千代田区

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松村　　隆

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 近田　直裕

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている助川電気工業株

式会社の2023年10月１日から2024年９月30日までの第87期事業年度の第１四半期会計期間（2023年10月１日から2023年12

月31日まで）及び第１四半期累計期間（2023年10月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、助川電気工業株式会社の2023年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するために対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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